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2月の大雪の影響等で労働災害が大幅に増加！

～山梨県内における労働災害発生状況（上半期）まとまる～

１ 山梨労働局（局長 三浦 宏二）は、山梨県内における平成２６年上半期（１月～６月）

の労働災害発生状況を別紙のとおり取りまとめた。

２ 山梨県内において発生した平成２６年１月～６月の労働災害による休業４日以上の死傷

者数は３３６人で、前年同期と比べ４９人増（１７．１％増）と大幅に増加した。

３ 労働災害発生状況の概要は次のとおりである。

(1) 業種別では、製造業が１００人（構成比２９．８％（以下同じ））と最も多く、次い

で、建設業が５０人（１４．９％）、卸売・小売業が４９人（１４．６％）運輸交通業

が３３人（９．８％）、保健衛生業と接客娯楽業がそれぞれ２４人（７．１％）の順と

なっている。

(2) 事故の型別では、転倒災害が１０８人（構成比３２．４％（以下同じ））と最も多く、

次いで、墜落・転落災害が４８人（１４．３％）、はさまれ・巻き込まれ災害が４１人

（１２．２％）、動作の反動・無理な動作による災害が２７人（８．０％）、交通事故（道

路）が２３人（６．８％）の順となっている。

４ 平成２６年１月～６月の労働災害が増加した理由としては、

(1) ２月の記録的な大雪によるものが大きく、除雪作業時や除雪後の凍結した通路で、転

倒するなどの死傷者数が４５人（前年同期１７人）と多発したこと。

(2) 製造業においては、主に食料品製造業で増加しており、機械設備のトラブル発生時に

労働者が機械を復旧させる行為や清掃などの非定常作業時に、手指を機械装置に巻き込

まれるなどの死傷者数が２６人となっており、原因として新規就労時や配置転換での安

全衛生教育の未実施などが見受けられ、事業場における安全衛生意識が希薄になってい

ること。

が考えられる。

５ 山梨労働局及び管内各労働基準監督署では、労働災害の減少を図るため、労働災害が増

加した食料品製造業及び卸売・小売業などの第三次産業を重点業種として、事業場におけ

る自主的な労働災害防止対策を推進し、労働者が安心して健康に働くことができる社会の

実現を目指すこととしている。また、今年になってから４人の死亡災害が発生した鰍沢労

働基準監督署では、非常事態を宣言し、死亡災害の防止に向けて、関係事業者団体及び公

共工事の発注機関に対して、緊急要請を行った。



平成２６年１月～６月の労働災害発生状況

１ 死傷者数及び死亡者数の推移

(1) 山梨県内における平成２６年１月～６月の労働災害による休業４日以上の死傷者数

は３３６人で、前年同期と比べ、４９人（１７．１％増）の増加となった。

(2) 山梨県内における平成２６年１月～６月の労働災害による死亡者数は５人となり、

前年同期の６人に比べ１人減少となった。

表１ 山梨県内の労働災害発生状況の推移（1月～6月）

２ 死亡災害の型別・起因物別の状況

(1) 平成２６年１月～６月の労働災害による死亡者数（５人）を事故の型別に見ると、

墜落・転落災害及びはさまれ・巻き込まれ災害がそれぞれ２人、激突されが１人とな

っている。

(２) また、起因物別に見ると、一般動力機械が２人、建設用機械等が１人、動力運搬機

が１人、地山又は立木等の環境等が１人となっている。

表２ 事故の型・起因物別死亡災害一覧（平成２６年１月～６月）
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３ 業種別労働災害発生状況

(1) 死傷者数を業種別に見ると、製造業が１００人（構成比２９．８％（以下同じ））と

最も多く、次いで、建設業が５０人（１４．９％）、卸売・小売業が４９人（１４．６

％）運輸交通業が３３人（９．８％）、保健衛生業と接客娯楽業がそれぞれ２４人（７．

１％）、清掃業が１７人（５．１％）の順となっている。

(2) 死傷者数が増加した業種別で見ると、製造業が３４人増（前年同期比５１．５％増

（以下同じ））と最も多く、次いで卸売・小売業が１１人増（２８．９％増）、清掃業

が１０人増（１４２．９％増）となっている。

(3) 死亡者数（５人）を業種別に見ると、建設業が３人、製造業が２人となっている。

表３ 業種別労働災害比較（平成２６、２５年１月～６月）

表４ 主要業種別死傷災害発生状況の推移（1月～6月）

全　産　業 5 336 6 287 49 17.1

１　製　造　業 2 100 1 66 34 51.5

２　土　石　採　取　業 4 0 4 －

３　建　設　業 3 50 4 52 -2 -3.8

４　運　輸　交　通　業 33 31 2 6.5

５　貨　物　取　扱　業 1 0 1 －

６-２　林　　　　業 8 10 -2 -20.0

６-１，７　農業,畜産・水産業 3 4 -1 -25.0

８　卸　売　・　小　売 49 38 11 28.9

９　金　融　・　広　告 2 5 -3 -60.0

13　保　健　衛　生　業 24 26 -2 -7.7

14　接　客　娯　楽　業 24 26 -2 -7.7

15  清　掃　業 17 7 10 142.9

上記以外の業種 21 1 22 -1 -4.5

平成２６年 平成２５年
増減数

増減率
（％）死亡 死傷 死亡 死傷

0

20

40

60

80

100

120

17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

85

109

88

100

63 66

78
82

66

100

52
60 62

51
43

56

44
40

52 50

36

27 29 32

22
16

21
28 31 33

8 10 10
6

14

5
13 10 10 8

(人）

製造業

建設業

運輸交通業

林業


